
（案）
平成１８年１１月１４日

境港市長　中村勝治　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　境港市下水道料金等審議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　   会　長　 熊谷昌彦
公共下水道使用料金の見直しについて（答申）
　平成１８年１０月２日に、市長から諮問のあった「公共下水道使用料金の見直しについて」、適正な下水道使用料を定めるため、関係資料等を十分検討し、慎重に審議を重ねた結果、下記のとおり答申する。

記

　公共下水道使用料金については、現在の使用料より平均１４．６％アップした金額で、下表のとおり改定されることが適当である。

１．下水道使用料の料金体系
	使　用　料　区　分
	現行単価

（消費税抜き）
	改定後単価

（消費税抜き）
	アップ額

（消費税抜き）
	改定率
	改定後単価

（消費税含む）

	基本使用料
	10㎥まで
	860円 
	1,011円 
	151円 
	17.6％ 
	1,061円 

	超過使用料


	10㎥超
	～
	20㎥
	127円 
	150円 
	23円 
	18.1％ 
	157.50円 

	
	20㎥超
	～
	50㎥
	165円 
	192円 
	27円 
	16.4％ 
	201.60円 

	
	50㎥超
	～
	100㎥
	217円 
	247円 
	30円 
	13.8％ 
	259.35円 

	
	100㎥超
	～
	500㎥
	260円 
	290円 
	30円 
	11.5％ 
	304.50円 

	
	500㎥超
	～
	1,000㎥
	
	302円 
	42円 
	16.2％ 
	317.10円 

	
	1,000㎥
	超
	　
	286円 
	313円 
	27円 
	9.4％ 
	328.65円 

	
	
	
	平均改定率
	14.6％
	


２．下水道使用料区分の見直し
　境港市の使用料体系は従量制を採用しているが、他市に比べて累進度が高く、使用料全体の約４０％を負担している使用水量の多い利用者（企業等）にとっては、企業経営そのものに対する影響が大きい。
　このことから、今回は、使用料の幅が大きく、企業等に一番影響がある「１００立方メートルを超え１，０００立方メートルまで」の使用料区分について、「１００立方メートルを超え５００立方メートルまで」と「５００立方メートルを超え１，０００立方メートルまで」の２区分に分けることとした。
３．下水道使用料の算定期間
　下水道使用料は、日常生活に密着した公共料金としての性格から、できるだけ安定性を保つことが望まれる反面、余りに長期にわたる期間を設定することは、予測の確実性を失うこととなり、一般市費（一般会計）からの負担も増大することとなる。
このことから、今回の使用料の算定期間は、概ね３年間とする。
４．答申にあたっての補足事項
　徴収率及び水洗化率の向上に努力されたい。
《参考資料》
１．下水道使用料の見直しについて
　境港市の処理場は市の最南端に位置し、下水道の整備が人口集中地区（市内の北側）に入るまで、供用開始後１６年を要した。また、処理場が地盤の高い位置にあるため、マンホールポンプ場等で下水をポンプアップする必要があり、処理場の資本投資と管渠整備費の単価が他市に比べて割高である上、平成１７年度末の下水道普及率は４０．７％であり、鳥取県平均の５６．０％（全国平均の６９．３％）を大きく下回っている。

平成１７年度末の汚水資本費の回収率（１０．０％）を、他市と比較すると、回収率は著しく低く、鳥取県内の４市では最低であり、一般会計を逼迫させる要因となっている。
市は、平成１９年度の汚水資本費の回収率を、人口規模、下水道普及率が県内の４市で一番類似している倉吉市の１７．３％を目標に設定していたが、回収率を１７．３％にするためには、使用料の改定率は３２．０％となる。

市民感情やこれからの下水道への接続のことを考えると、到底受け入れられる改定率ではなかった。

そのため、市が素案として提示した５つのケースの内、ケース３（改定率１９．０％）からケース５（改定率１２．９％）の間で改定率の検討を行った。下水道使用料は生活に密着するものであり、市民の立場とすれば、値上げ幅は小さい方が好ましい。

しかし、市の財政状況を考えると、一般会計からの繰入金は年々増加し、市民サービスの低下につながっていくため、汚水資本費の回収率が１１．５％となるケース４を採用し、『平均改定率 １４．６％』とした。

また、境港市の使用料体系は累進度が高く、使用水量の多い利用者の負担が大きいことを勘案し、各使用料区分の超過使用料を、一律の改定率でなく段階的に調整して、最大料金と基本料金（最小料金）の格差を縮める改定とした。
２．答申にあたっての補足事項について
（１）徴収率の向上

　下水道の普及に伴い、下水道使用料の未納額が年々増加し、徴収率が減少してきている。現在、課内全員で取り組んでいる徴収強化日を増やすなどして、徴収率の向上に努めること。
（２）水洗化率の向上
　平成１７年度末の水洗化率は８６．６％であり、下水道処理可能区域内の１０％を超える世帯が下水道未接続である。早急に下水道未接続理由の把握を行うとともに、訪問等により水洗化率の向上に努め、水洗化率の目標を９０％とすること。
